
８．ＵＰＺ内の防護措置等

＜対応のポイント＞
UPZ内の学校・保育所の児童生徒は、警戒事態の段階で、保護者の元へ帰宅させる。

UPZ内の住民は、施設敷地緊急事態の段階で、屋内退避の準備をする。

UPZ内の住民は、全面緊急事態の段階で、屋内退避を実施する。
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ＵＰＺ内の屋内退避、一時移転の考え方

 ＵＰＺ内では全面緊急事態の段階で、屋内退避を指示
 防護地区ごとに１か所以上設置してあるモニタリングポストの値が、ＯＩＬの基準を超えた場合に、その

地区に対し一時移転を指示

54

Ｑ１ ＵＰＺ内では、なぜ屋内退避をするのです
か？

Ａ１
① 避難するとかえって危険だからです。

放射性物質がいつ放出されるかわからない
中で、避難するとかえって放射性物質を浴
びることとなり危険です。福島の事故でも、
スクリーニングで放射性物質が検出された
方は、事故後、外部で作業をしていた方で
す。

② 屋内退避で十分効果があるからです。

ＩＥＡＥ（国際原子力機関）のデータによ
ると、福島事故並の事故を想定した場合、
５キkm以上離れた地域では、放射性物質は
拡散し、薄められ、木造住宅の中でも、被
ばくはほとんど抑えられ、人体への影響は
ほとんどありません。

Ｑ２ ＰＡＺ内では、避難をするのではないですか？
Ａ２ ＰＡＺでは、放射能の拡散が少なく濃度が高いため、

木造住宅での屋内退避では人体に影響がでるためです。

Ｑ３ 避難するための時間は十分にあるのだから、避難を
した方がいいのではいないですか？

Ａ３ ＰＡＺでは、放射能の拡散が少なく濃度が濃いため、
木造住宅での屋内退避では人体に影響がでるためです。

Ｑ４ 少量で人体に影響がないとはいえ、被ばくするので
はないですか？

Ａ４ 被ばくする量は、ＩＥＡＩのデータでは、レントゲ
ンでの被ばく量を下回り、ほとんど健康に影響があり
ません。屋外に出て避難する際の危険性を考えると、

屋内退避の方が安全です。

Ｑ５ ＵＰＺ内でも放射線防護対策を実施している施設が
あるのではないですか？

Ａ５ 指示が出てから、実際に一時移転するまでに１週間
以上かかることが想定される避難困難者が入所する施
設などには放射線防護対策を実施しています。

Ｑ６ ５km圏内のＰＡＺ、５～30km圏内のＵＰＺは、どのような科学的根拠で設定されたのですか？
Ａ６ ＩＥＡＥが放射線の拡散データに基づき、屋内退避で人体に影響が出る度合いにより設定しています。



ＵＰＺ内児童生徒の保護者の元への帰宅・屋内退避

 ＵＰＺ内の児童生徒は、警戒事態の段階で安全を確認した上で保護者の元に帰宅
 施設敷地緊急事態の段階で学校に児童・生徒が残っている場合は、避難に備え学校で待機させ、災害対策

本部から指示があれば、ＰＡＺ外の緊急退避所へ移動
 全面緊急事態の段階で児童・生徒が残っている場合は、災害対策本部からの指示に従い屋内退避
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児童・生徒の各段階における動き

警戒事態・施設敷地緊急事態 全面緊急事態 ＯＩＬ２

放
射
性
物
質
放
出

保護者の元へ帰宅

• 保護者の迎えを要請

学 校

• 保護者が迎えに来ない場合、学
校等毎に割り当てられた避難先
に一時移転

• 教師が引率してバスで避難
• バスは、県が確保し、市と協力

して手配
保護者の元へ帰宅

• 保護者の迎えを継続するが、
事態の進展や事故の状況を勘
案し、総合的に判断

学校で屋内退避

広域避難先へ一時移転

学校で屋内退避



ＵＰＺ内避難困難者の屋内退避等 ①

 避難困難者のうち10キロ圏内在住者については、放射線防護機能を付加した施設へ屋内退避しながら、Ｏ
ＩＬ２の段階で適切な搬送体制の確保を待って一時移転

 避難困難者のうち10キロ以遠在住者については、屋内退避しながら、ＯＩＬ２の段階で適切な搬送体制の
確保を待って一時移転

 ＵＰＺ内のうち10キロ圏内には、病院が２ヶ所、入所社会福祉施設が58ヶ所があり、計2,031人が入院、入
所しているが、そのうち病院２か所、入所社会福祉施設９か所に入院、入所している630人が避難困難者で
あり、それの施設すべてに放射線防護設備を整備済

 このほか、ＵＰＺ内の入院、入所あるいは在宅の避難困難者は 人

37

ＵＰＺ内医療施設等の状況

施設種類

病院病床数、社会福祉施設入所定員
（ ）内は、施設数

計 ～10km
10 ～
30km

病院
7,214
(29)

745
(2)

6,469
(27)

入所社会
福祉施設

8,029
(268)

1,286
(58)

6,743
(210)

計
15,243
(297)

2,031
(60)

13,212
(237)

うち放射線防
護対策実施済

630
(11)

630
(11)

-

在宅避難困難者

避難困難者計

ＵＰＺ内放射線防護対策整備済施設
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ＵＰＺ内移動困難者の屋内退避等 ②
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 ＵＰＺ内の10キロ圏内の移動困難者は、施設敷地緊急事態の段階で放射線防護対策施設での屋内退避の準備
を開始

 全面緊急事態の段階で、屋内退避を実施
 ＯＩＬ２の段階で、適切な搬送体制の確保を待って一時移転

各段階における避難困難者の動き

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避の準備>

• 放射線防護対策を行った区
域へ避難困難者を移動

<屋内退避の実施>

• 放射線防護対策を行った区
域でそのまま退避

• 放射線防護装置を起動

<一時移転の実施>
• あらかじめ島根県が定める避難先となる病

院群から、病院の機能や病床種別に応じた
避難先病院を選定し避難

• 避難に伴うリスクを軽減するために、避難
先となる病院での受け入れ準備や搬送手段
の確保など避難体制が整ってから広域避難
を実施

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手
段については、各病院が自ら確保できる避
難手段の他は、島根県が、国、関係機関の
協力を得て確保し、市と連携しながら各病
院に手配

<安定ヨウ素剤の服用>

• 災害対策本部からの指示により安定ヨウ素
剤を服用

放射線防護対策施設 放射線防護対策施設 放射線防護対策施設

病院（避難先）

広域福祉避難所

<屋内退避時の生活物資等の確保>

• 放射線防護対策を行った施設には、屋内退避をした
者が７日間を目安に生活できる食料及び生活物資等
を確保するため、必要な備蓄と供給体制を整備

<屋内退避時の放射線防護資機材の確保>

• 放射線防護対策を行った施設の職員等が、活動でき
るよう放射線防護資機材を当該施設に備蓄



ＵＰＺ内移動困難者の屋内退避等 ③
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 ＵＰＺ内の10キロ圏外の移動困難者は、施設敷地緊急事態の段階で病院、社会福祉施設、自宅等での屋内退
避の準備を開始

 全面緊急事態の段階で、屋内退避を実施
 ＯＩＬ２の段階で、適切な搬送体制の確保を待って一時移転

各段階における避難困難者の動き

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避の準備> <屋内退避の実施>

<一時移転の実施>
• あらかじめ島根県が定める避難先となる病

院群から、病院の機能や病床種別に応じた
避難先病院を選定し避難

• 避難に伴うリスクを軽減するために、避難
先となる病院での受け入れ準備や搬送手段
の確保など避難体制が整ってから広域避難
を実施

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手
段については、各病院が自ら確保できる避
難手段の他は、島根県が、国、関係機関の
協力を得て確保し、市と連携しながら各病
院に手配

<安定ヨウ素剤の服用>

• 災害対策本部からの指示により安定ヨウ素
剤を服用

病院（避難先）

広域福祉避難所

<屋内退避時の生活物資等の確保>

• 放射線防護対策を行った施設には、屋内退避をした
者が７日間を目安に生活できる食料及び生活物資等
を確保するため、必要な備蓄と供給体制を整備

<屋内退避時の放射線防護資機材の確保>

• 放射線防護対策を行った施設の職員等が、活動でき
るよう放射線防護資機材を当該施設に備蓄

病院、社会福祉施設、自宅等 病院、社会福祉施設、自宅等 病院、社会福祉施設、自宅等



各段階における入院患者の動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避>

<避難方法>

• 各病院で定められた避難計画に基づき、島根県が示すルートに従い避難
• 入院患者の避難先については、必要となる病院の機能や病床の種別など様々であり、入院

患者の状況も異なることから、スムーズに避難先が確保できるよう、あらかじめ島根県が
定める避難先となる病院群から、病院の機能や病床種別に応じた避難先病院（島根原子力
発電所から30km圏外に設置する病院）を選定し避難

• なお、避難に伴うリスクを軽減するために、避難先となる病院での受け入れ準備や搬送手
段の確保など避難体制が整ってから広域避難を実施

<避難手段>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、各病院が自ら確保できる避難手
段の他は、島根県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら各病院に手配

ＵＰＺ内入院患者の屋内退避等
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 入院患者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内退避
 入院患者の避難先となる病院は、島根県があらかじめ定める避難先となる病院群から、病院の機能や病床

種別に応じた避難先病院を選定
 福祉車両、ヘリコプター等の避難手段については、各病院が自ら確保できる一時移転の手段の他は島根県

が確保

病 院



各段階における施設入所者の動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避>

＜避難方法>

• 各社会福祉施設にて定められた避難計画に基づき、広域福祉避難所へ直接避難
• なお、避難に伴うリスクを軽減するために、広域福祉避難所での受け入れ準備や搬送手段

の確保など避難体制が整ってから広域避難を実施

<避難手段>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、各施設が自ら確保できる避難手
段の他は、島根県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら各施設に手配

ＵＰＺ内施設入所者の屋内退避等
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 施設入所者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内退避
 施設入所者は、一般の避難所より生活環境が整った広域福祉避難所へ直接避難
 福祉車両、ヘリコプター等の避難手段については、各施設が自ら確保できる一時移転の手段の他は島根県

が確保

施 設



各段階における在宅者の動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避>

<避難方法>

• 自家用車による避難を原則とするが、自家用車による避難が難しく、自ら若しくは他の
支援により移動が可能な方は、各地区毎に定められた、バス等によって避難するための
集合場所となる一時集結所に徒歩等によって集結し、避難先自治体の避難経由所へ避難

• 自家用車、バス等による避難が難しい施設敷地緊急事態要避難者は、市、支所・地区災
害対策本部に支援要請を行い、屋内待避を継続し、待機

<避難手段等>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、各病院が自ら確保できる避難
手段の他は、島根県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら各病院に
手配

ＵＰＺ内在宅の避難行動要支援者の屋内退避等
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 在宅者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内退避
 在宅者は、一般の避難所より生活環境が整った広域福祉避難所へ直接避難
 福祉車両、ヘリコプター等の一時移転手段については、自ら確保できる手段の他は島根県が確保

自 宅



一般住民（自家用車で避難）の各段階における動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避>

避難方法>

• 自家用車による避難が可能な方は、各地区毎に定められた避難ルートを通って、避難先自治
体の目的地（施設）となる避難経由所へ移動

• なお、渋滞の抑制や避難先での駐車場確保の観点から、原則乗り合わせ
• 移動中は、急な放射性物質の放出に備え、車内への外気侵入防止など放射性物質を可能な限

り取り込まない対応を行いながら避難することとし、安定ヨウ素剤服用指示があれば安定ヨ
ウ素剤を服用してから避難

• 避難経由所到着後、駐車場誘導員の指示に従い駐車を行った後、避難所説明要員の指示に従
い、開設済みの避難所へ移動

<市が定めた避難先以外に避難する際の留意事項>

• 自家用車避難の場合、親戚知人宅等、市が定めた避難先以外に避難することも想定されるが、
避難のタイミングは市の避難指示によるものとし、避難完了後は安否確認のため所在地を市
に連絡

• また、避難措置が行われている際は広域に交通規制が実施されているので、避難ルートはあ
らかじめ市が定めた避難ルートを基本として市外へ避難した後に、各自の避難先へ移動

ＵＰＺ内一般住民の屋内退避等 ①

 避難は、原則自家用車を利用
 各地区ごとに定められたルートを通って、避難先自治体の「避難経由所」へ移動
 避難経由所で指示を受け、開設済みの避難所に移動
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自 宅



一般住民（バスで避難）の各段階における動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ２

<屋内退避>

<避難方法>

• 自家用車による避難が難しい方は、各地区毎に定められた、バス等によって避難するための
集合場所となる一時集結所に徒歩等によって集結し、県が確保するバス等による避難手段に
より、避難先自治体の避難経由所へ避難

• 移動中は、急な放射性物質の放出に備え、車内への外気侵入防止など放射性物質を可能な限
り取り込まない対応を行いながら避難することとし、安定ヨウ素剤服用指示があれば安定ヨ
ウ素剤を服用してから避難

<避難手段>

• 集団避難におけるバス等の避難手段は、県が国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携し
ながら一時集結所や学校など必要な場所に手配

<避難経由所から避難所への移動>

• 自家用車避難と同様に、避難経由所到着後、駐車場誘導員の指示に従い駐車を行った後、避
難所説明要員の指示に従い、開設済みの避難所へ移動

ＵＰＺ内一般住民の屋内退避等 ②

 自家用車による避難が難しい場合は、バスで避難
 集合場所となる一時集結所へ集結し、県が確保するバス等により避難先自治体の「避難経由所」へ移動
 避難経由所で指示を受け、開設済みの避難所に移動
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自 宅



ＵＰＺ内輸送能力の確保
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 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数約 人について、バス 台、福祉車両 台
 全面緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数約 人について、バス 台、福祉車両 台
 輸送能力確保に当たっては、医療機関、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者、教育機関の避難のため

に、松江市のバス会社が保有する車両のほか、中国電力が配備する車両により、必要車両台数を確保
 松江市内のバス会社等と連携し、 人程度の輸送能力を確保

車両乗車対象、必要時期、必要台数

ＵＰＺ

放射性物質放出後 ＯＩＬ２

乗車対象 乗員数 支援者数 バス
福祉車両
(車椅子)

福祉車両
(ストレ)

一般住民 1,123 - - -

児童生徒 - - -

避難困難者

施設敷地緊急事態要避難者 - - -

入院患者 - - -

施設入所者 - - -

在宅者 - - -

計

車両確保先、確保時期、確保台数

県内



地区別避難経路等

 一時移転等実施の際は、国の原子力災害対策本部、島根県、鳥取県、各関係市が、住民の安全と円滑な実施
のため、実施に係る実務（避難先の準備、避難経路の確認、輸送手段の確保、避難退域時検査の実施体制、
地域毎の一時移転等開始時期など）の調整を行った上で、一時移転等を開始。

 UPZ圏内関係市町が作成した避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。
 なお、予定していた避難先の空間放射線量率が比較的高い場合や、何らかの理由で使用出来ない場合には、

島根県、鳥取県は各関係市と調整して、他の避難先を調整。

出雲市

安来市

岡山県13市町

い かた ちょう

松江市
ま つ え し

島根県11市町
しま ねけ んし

や す ぎ し

境港市
さ か い み な と し

岩美町
いわ み ちょう

おか やま けん

広島県12市町

い ず も し

出雲市内(30km圏外)
いず も し ない

雲南市
う ん な ん し 竹原市・三原市

たけ はら し み はら し

三次市・東広島市
み よし し ひがし ひろ しま し

世羅町
せ ら ちょう

広島県5市町
ひろ しま けん

岡山県14市町村
おか やま けん

米子市

鳥取市・倉吉市
よ な ご し

とっ とり し くら よし し

北栄町・琴浦町
ほく えい ちょう こと うら ちょう

湯梨浜町・三朝町
ゆ り はま ちょう み ささ ちょう

鳥取市
とっ とり し

八頭町
や ず ちょう

ひろ しま けん
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段階的避難の実施（鳥取県）

 鳥取県では、避難区域を４分割し、５時間間隔で段階的に避難することで避難渋滞を回避し、
移動時間を短縮することで被ばくリスクの低減を図る。
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９．緊急時モニタリング
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＜対応のポイント＞
緊急時モニタリングの目的は、原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩ

Ｌに基づく防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影
響の評価材料の提供にある。そのため、緊急時モニタリングでは、時間的・空間的に連続した
放射線状況を把握する。



企画調整グループ

緊急時モニタリングの企画調整を担い､緊急時モニ
タリングセンター内の活動に対する監督を行う｡

情報収集管理グループ

中央との情報共有システムを維持･管理するととも
に､緊急時モニタリングデータの一元的管理等を行う｡

測定分析担当

緊急時モニタリングを実施する｡

国：１名

国 ：４名
島根県 ：６名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ：４名（注１）
島根県 ：８名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ：２名（注１）
島根県 ：10名（注２）
鳥取県 ：50名（注２）
原子力事業者 ：16名
関係指定公共機関：12名

島根
グループ

鳥取
グループ

※ 構成員は交代要員を含む
注１ 国から委託を受けた民間の機関を含む
注２ 島根県・鳥取県の構成員は各県のモニタリング

計画等に基づく

動員体制
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 警戒事態発生後、島根県及び鳥取県は「県モニタリング本部」を設置し、関係市、中国電力㈱等と連携し
て緊急時モニタリング計画に基づき緊急時モニタリングの準備を開始

 施設敷地緊急事態に至った時点で、国は県等の協力を得て緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）を島根
県に設置

 ＥＭＣの体制について、センター長、企画調整グループ及び情報収集管理グループを島根オフサイトセン
ターに、測定分析担当は、それぞれの県に拠点を設置

 島根地方放射線モニタリング対策官事務所に、 名を配置し、緊急時モニタリング体制を強化




